
JICA調査団

2020年2月18日

 アフリカにおける破壊的なデジタル技術にかかるオープンイノベーション情報収集・確認調査

 サブサハラアフリカ地域の社会開発課題解決に向けた科学・技術・イノベーション
活用促進のための調査研究
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従来の”Business As Usual”では対応し切れない社会課題に対し、多様

なアクターの知見や解決法を活用したオープンイノベーションが野心的か
つ広範囲なSDGs達成の手法として重要です

開発事業の形成段階での新技術や創造的アイデアでの活用による「リープフロッグ」
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オープンイノベーション（OI）の実施により、JICA事業形成と民間事業
組成を国やテーマによって分岐させながら深めていきます
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オープンイノベーション（OI）と解決策としての「高専」の活用
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直近1年では4か国において社会課題解決のネックとなるテクノロジー
ギャップを日本の技術やアイデアで克服することを試みました

関係者の取り込み

 ニーズ掘り下げ
テクノロジーギャップ
 OI 課題の決定
農業
公共料金回収

 第1回OI チャレンジの計画
解決法ツールの導入

OI イベントの開催

 アイデア発表
 具体的課題の掘り下げ

 技術的インプット
アイデアソン
高専チャレンジ

関係者
政府機関
スタートアップ

教育機関
民間企業・市民社会

Proof of Concept (PoC) 

 PoC計画
 プロトタイプへの

フィードバック

 TICAD
 フォローアップ

プロトタイプ作成
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テクノロジーギャップ解決のため、 「高専OI チャレンジ」ではプロトタイプ
を短期間で作成し、対象国に持ち込みました
高専チャレンジ概要

相手国の民間や政府機関との協業
相手国から挙げられた課題に対して日本
から案を出し現地企業との協業を探る

若者の知恵やアイデア
社会課題の解決を阻むテクノロジー
ギャップに対する斬新な取り組み

Proof of Concept 
高専の中での優れた案を採択してプロト
タイプを作成

April

May

June

July

相手国から挙げられた課題を高専
に対して共有

 課題解決策とプロトタイプの提案
を募集

 高専チャレンジ Day
• 提案の発表と優れた案の採択

 提案の改良
プロトタイプの作成

対象国でのデモ実施
企業や教育機関・政府と将来的な

開発や協業の検討

2019
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高専チャレンジにより日本・アフリカによるビジネスや研究に向けた
取り組みが深まりました
各国での高専チャレンジの内容

水道料金の徴収

コーヒー エコ肥料

食品廃棄物と虫を利用した高
たんぱく肥料の現地生産

生産過程の自動化による効
率化

虫と食品廃棄物を振り分け
る装置の開発

小作農には糖度計が高価

AI利用の糖度測定装置を
スマホ用アプリで開発

高糖度のコーヒー豆の安価な
選別方法

目標

課題

プロト
タイプ

目標

課題

プロト
タイプ

自家発電型の通信機能付き
水量測定機の開発既存の水道メーターの価格（頻繁なバッテリー交換）と計測

エラー

メンテナンス不要の水量計測機による料金徴収の均等化目標

課題

プロト
タイプ
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普及員の農園指導や農園の品質検査・認証に利用可能との声や、現地
スタートアップからも北九州高専との共同開発への関心があります

ルワンダでの糖度計測定アプリの説明
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ジョモケニアッタ農工大学との長岡高専との共同研究が検討されている他、
同社ビジネスに関心を持つ日本企業もあります
分類装置の稼働確認
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連邦首都区水道公社が事業化に強い関心と評価を表明した他、現地
スタートアップからの共同開発の提案があります

ナイジェリアでの水量測定機のデモ
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TICAD後も高専の取り組みは様々なメディアに取り上げられた他、
JICAとの連携も発表され、今後もPoCを通じた展開が進む予定です

JICA × 高専のTICAD後の取り組みや取り上げ

長岡高専や長岡産業活性化協会との連携発表
（2019年10月）

北九州高専、佐世保高専、徳山高専
との連携発表（2019年12月）

その他、全国紙やTVでも多数取り上げられています
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既存の対象国はPoC推進、新規対象国は同様にSTI適用可能性を検討
し、アフリカの開発課題の手法をプラットフォームに集約させていきます

2020年度の調査とプラットフォームへの集約

セネガル、ベナン、ガーナ、モザンビーク、タンザニア

 他国の事例
 JICAのアセット活用
• 現地ネットワーク

• 課題に関する知見と探索力

• 社会課題解決ノウハウ

 他国の調査実績
• 東アフリカ等

 PoC実施支援
 農業分野のPoC
 公募・選定支援

 PoC実施支援

 事業化検討
要件定義
プラットフォーム

構築
試験運用

 高専OI 企画・実施
 チャレンジ設定

 Challenge Day 開催

 プロトタイプ作成

 日本企業とのマッチング

 プロトタイプ改良、デモ

 新規OI 企画・実施
 ステークホルダーや課題

の調査

 優先テーマ設定

 国内外のOI 実施

 新規PoC 検討
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ナイジェリア

ルワンダ

12

ウガンダ

今後は既存対象国の農業分野PoCと新規対象国のテーマ選定と解決策
の検討を行っていくため、皆様のご関与をお待ちしております

対象国のテーマ（候補含む）とPoCについて
既存対象国

課題掘り下げテーマ候補

ケニア
セネガル

ガーナ

ベナン

タンザニア

モザンビーク

農業灌漑

農業流通 金融包摂

電力

公共料金電子政府

交通制御

医療保健凡
例 内水面養殖

POC
対象予定国

対象国の変更
可能性あり

農業分野新規
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